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	第21節　土砂災害等の災害予防計画
	　総務課　経済課　建設水道課


　土砂災害等の未然防止と被害を最小限にとどめるため、村は、平素から危険箇所を把握し、防災パトロールの強化を図るとともに、総合的・長期的な対策を講ずる。
　また、県と長野地方気象台では、土砂災害警戒情報をインターネット、テレビ、ラジオ等によりお知らせしている。

１　山地災害危険地区対策（経・建）

　　村は、村域の山地災害危険地区（山腹崩壊危険地区（資料12－４の１参照）・崩壊土砂流出危険地区（資料12－４の２参照）・土砂崩壊危険箇所（資料12－４の３参照）について、毎年県が実施している見直し調査に協力し、その調査結果を治山事業に反映させていく。

２　土石流対策（総）

　　土砂災害警戒区域ごとの特色を踏まえた土砂災害に関する情報の伝達方法、土砂災害のおそれのある場合の避難地に関する事項及び円滑な警戒避難に必要な情報を住民に周知させるため、ハザードマップ等を配布しその他必要な措置を講ずる。

　　また、住民に対して土石流危険渓流の周知を図るとともに、緊急時の警戒避難体制の整備・確立を図る（資料12－２参照）。

３　急傾斜地崩壊防止対策（総・経・建）

　　がけ崩れ災害を未然に防止し、被害を最小限にとどめるために、事前措置として、平素から危険箇所の把握と防災パトロールを強化する必要がある。また、「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」に基づく急傾斜地崩壊危険箇所・区域（資料12－１参照）については次の事項を実施する。

　(１)　防災パトロール等、情報の収集、気象警報、注意報等の伝達、周知方法等について定める。

　(２)　土砂災害警戒区域ごとの特色を踏まえた土砂災害に関する情報の伝達方法、土砂災害のおそれのある場合の避難地に関する事項及び円滑な警戒避難に必要な情報を住民に周知させるため、ハザードマップ等を配布しその他必要な措置を講ずる。

　　　また、急傾斜地崩壊危険箇所を住民に周知する。

　(３)　がけ崩れ災害の発生するおそれがある場合等に迅速かつ適切な避難勧告又は指示を行えるような基準及び伝達方法等について避難計画を確立するものとする。

　(４)　避難のための立退き等に万全を期するため、避難場所、経路及び心得等をあらかじめ住民に徹底させる。

４　住民への周知（総）

　　村は、住民に対して、土砂災害危険箇所に関する情報を周知する。住民に周知すべき情報はおおむね次のとおりである。

　(１)　土砂災害危険地区の位置

　(２)　災害実績

　(３)　避難勧告・指示等の基準

　(４)　伝達方法

　(５)　前兆現象

　(６)　避難路

　(７)　避難誘導体制

　(８)　避難場所

　(９)　避難時の注意事項（災害時要援護者、持ち物、服装等）

５　土砂災害警戒区域の対策（総・建）

　(１)　土砂災害特別警戒区域については、次の措置を講ずる。

　　ア　建築基準法に基づく建築物の構造規制

　　イ　勧告による移転者又は移転を希望する者への建物除却及び建設の支援及び相談窓口の確保

　(２)　土砂災害警戒区域については、次の措置を講ずる。

　　ア　区域ごとに情報伝達、予警報の発令・伝達、避難、救助その他必要な事項を記載した防災マップ等を作成し、それらを住民に周知する。
　　イ　災害時要援護者の円滑な警戒避難が行われるよう土砂災害に関する情報等の伝達方法を定める。
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